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Ⅰ 取得固定資産価額の算定に係る比率

１．取付費比率

平成20年度に完了した工事から下記の固定資産区分毎に工事費等を把握し、平均的な物品費と取付費の割合で算定した。

区分 調査数
①物品費
（千円/工事）

②直接工事費
（千円/工事）

③取付費（②-①）
（千円/工事）

取付費比率（③/①）

交換機械設備 2,000 7,412 9,840 2,428 0.328

電力設備 260 6,080 12,132 6,052 0.995

伝送機械設備 2,130 24,536 30,729 6,193 0.252

無線機械設備 12 814 1,137 323 0.397

２．諸掛費比率

　①土地及び通信用建物

平成20年度決算の設備投資勘定の建物建設費における、直接工事費に対する間接工事費の割合で算定した。

土地及び通信用建物に適用する諸掛費比率  ＝  

  

　②土地及び通信用建物以外

平成20年度決算の設備投資勘定の通信網設備費における、直接工事費に対する間接工事費の割合で算定した。

土地及び通信用建物以外に適用する諸掛費比率  ＝  

３．共通割掛費比率

平成20年度決算の設備投資勘定の通信網設備費に対する試験研究設備費（ユーザ系試験研究及び純粋基礎研究相当を除く）と社内システム

開発費の合計の割合で算定した。

共通割掛費比率 ＝

諸掛費比率 ＝
建物建設費中の間接工事費

建物建設費中の直接工事費
＝

1,452百万円

22,929百万円
＝ 0.063

0.063

0.006

諸掛費比率 ＝
通信網設備費中の間接工事費

通信網設備費中の直接工事費
＝

1,943百万円

329,581百万円
＝ 0.006

共通割掛費比率 ＝
試験研究設備費＋社内システム開発費

通信網設備費
＝

1,043百万円＋9,899百万円

331,524百万円
＝ 0.033

0.033
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Ⅱ 年額料金の算定に係る比率

１．設備管理運営費比率

端末回線伝送機能

①取得固定資産（回線管理運営機能除く） 5,938,627 設備区分別固定資産明細表より（建物・構築物・土地・建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費（回線管理運営機能除く） 466,219 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費（回線管理運営機能除く） 150,381 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費（回線管理運営機能除く） 19,033 設備区分別の費用明細表より

⑤指定設備管理運営費（減価償却費・回線管理運営機能除く） 315,838 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費・回線管理運営機能除く） 296,805 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費・回線管理運営機能除く） 0.053 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費・回線管理運営機能除く） 0.050 ⑥／①

端末系交換機能

端末系交換設備

①取得固定資産 2,719,445 設備区分別固定資産明細表より（建物・構築物・土地・建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 185,304 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費 55,455 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費 6,818 設備区分別の費用明細表より

⑤指定設備管理運営費（減価償却費除く） 129,849 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費除く） 123,031 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費除く） 0.048 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費除く） 0.045 ⑥／①

中継系交換機能

中継系交換設備

①取得固定資産 59,006 設備区分別固定資産明細表より(建物･構築物･土地･建設仮勘定除く)

②指定設備管理運営費 3,103 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費 867 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費 154 設備区分別の費用明細表より

⑤指定設備管理運営費（減価償却費除く） 2,236 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費除く） 2,082 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費除く） 0.038 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費除く） 0.035 ⑥／①

中継伝送機能

①取得固定資産 370,536 設備区分別固定資産明細表より(建物･構築物･土地･建設仮勘定除く)

②指定設備管理運営費 21,976 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費 6,498 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費 1,246 設備区分別の費用明細表より

⑤指定設備管理運営費（減価償却費除く） 15,478 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費除く） 14,232 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費除く） 0.042 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費除く） 0.038 ⑥／①

区                     分 備        考

（単位：百万円）

（単位：百万円）

区                     分 備        考

端末系交換設備～
端末系又は中継系
交換設備伝送路

（単位：百万円）

区                     分 備        考

（単位：百万円）

区                     分 備        考
端末系伝送路
（加入者回線）
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通信料対応設備合計

  （１）端末系交換設備

端末系交換設備

①取得固定資産 2,719,445 設備区分別固定資産明細表より(建物･構築物･土地･建設仮勘定除く)

②指定設備管理運営費 185,304 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費 55,455 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費 6,818 設備区分別の費用明細表より

  （２）端末系交換設備～中継系交換設備伝送路 （単位：百万円）

①取得固定資産 370,536 設備区分別固定資産明細表より(建物･構築物･土地･建設仮勘定除く)

②指定設備管理運営費 21,976 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費 6,498 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費 1,246 設備区分別の費用明細表より

  （３）中継系交換設備

中継系交換設備

①取得固定資産 59,006 設備区分別固定資産明細表より(建物･構築物･土地･建設仮勘定除く)

②指定設備管理運営費 3,103 設備区分別の費用明細表より

(再掲)③減価償却費 867 設備区分別の費用明細表より

(再掲)④固定資産除却費 154 設備区分別の費用明細表より

  （４）＝（１）＋（２）＋（３）

①取得固定資産 3,148,987 (1)①＋(2)①+(3)①

②指定設備管理運営費 210,383 (1)②＋(2)②+(3)②

(再掲)③減価償却費 62,820 (1)③＋(2)③+(3)③

(再掲)④固定資産除却費 8,218 (1)④＋(2)④+(3)④

⑤指定設備管理運営費（減価償却費除く） 147,563 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費除く） 139,345 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費除く） 0.047 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費除く） 0.044 ⑥／①

区                     分 備        考

（単位：百万円）

通信料対応設備
合計

（単位：百万円）

区                     分 備        考

区                     分 備        考

区                     分 備        考

（単位：百万円）

端末系交換設備～端末
系又は中継系交換設備

伝送路
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データ系設備合計

  （１）端末系交換設備（データ） （単位：百万円）

①取得固定資産 207,414 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 42,586 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 18,698 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 266 設備区分別の費用明細表より

  （２）端末系交換設備～中継系交換設備伝送路（データ）

①取得固定資産 174,044 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 12,908 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 7,335 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 307 設備区分別の費用明細表より

  （３）中継系交換設備（データ）

①取得固定資産 123,608 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 21,284 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 9,345 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 134 設備区分別の費用明細表より

  （４）一般第一種指定設備

①取得固定資産 208,233 設備区分別固定資産明細表より（建物･構築物･土地･建設仮勘定除く）

②指定設備管理運営費 33,020 設備区分別の費用明細表より

（再掲）③減価償却費 13,631 設備区分別の費用明細表より

（再掲）④固定資産除却費 239 設備区分別の費用明細表より

  （５）＝（１）＋（２）＋（３）＋（４）

①取得固定資産 713,299 （１）①＋（２）①+（３）①＋（４）①

②指定設備管理運営費 109,798 （１）②＋（２）②+（３）②＋（４）②

（再掲）③減価償却費 49,009 （１）③＋（２）③+（３）③＋（４）③

（再掲）④固定資産除却費 946 （１）④＋（２）④+（３）④＋（４）④

⑤指定設備管理運営費（減価償却費除く） 60,789 ②－③

⑥指定設備管理運営費（減価償却費・固定資産除却費除く） 59,843 ②－（③＋④）

⑦設備管理運営費比率（減価償却費除く） 0.085 ⑤／①

⑧設備管理運営費比率（減価償却費・固定資産除却費除く） 0.084 ⑥／①

区                     分 備        考

（単位：百万円）

データ系設備合計

区                     分

区                     分 備        考

（単位：百万円）

端末系交換設備
（データ）

備        考

区                     分 備        考

一般第一種指定設備

（単位：百万円）

（単位：百万円）

区                     分 備        考

端末系交換設備～端末
系又は中継系交換設備
伝送路（データ）

中継系交換設備
（データ）
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２．繰延資産比率、投資等比率、貯蔵品比率

建設仮勘定及び投資等の指定設備管理部門の電気通信事業固定資産に対する割合並びに貯蔵品の電気通信事業固定資産に対する

割合。

  （１）指定設備管理部門の電気通信事業固定資産等の実績 （単位：百万円）

区分 首末平均残高

指定設備管理部門の電気通信事業固定資産 2,372,673 （Ａ）

指定設備管理部門における建設仮勘定※１ 26,691 （Ｂ）

指定設備管理部門の投資等（収益の見込まれないもの）※２ 6,948 （Ｃ）

※１  繰延資産は発生していないので無しとする。

※２  投資等は、収益性の見込まれない出資金、保証金・負担金等である。

  （２）電気通信事業固定資産等の実績 （単位：百万円）

区分 首末平均残高

電気通信事業固定資産 2,833,259 （Ａ）

建設仮勘定 28,782 （Ｂ）

貯蔵品※ 22,305 （Ｃ）

※  貯蔵品は、現用に供されるまでの間保管されている電気通信設備用品（新品）であり、金額は月末在庫額の年平均値である。

  （３）繰延資産比率

区分 備考

繰延資産比率 （１）の（Ｂ）／（（Ａ）－（Ｂ））

  （４）投資等比率

区分 備考

投資等比率 （１）の（Ｃ）／（（Ａ）－（Ｂ））

  （５）貯蔵品比率

区分 備考

貯蔵品比率 （２）の（Ｃ）／（（Ａ）－（Ｂ））

３．他人資本比率、自己資本比率、他人資本利子率、有利子負債以外の負債の比率、有利子負債以外の負債の利子相当率、

　　利益対応税率、貸倒率

網使用料算定根拠による。

比率

0.0080

比率

0.0114

比率

0.0030
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４.自己資本利益率

（１）過去３年間のリスクの低い金融商品の平均金利の平均値

区分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平均値

国債１０年ものの利回り 0.0179 0.0163 0.0148 0.0163

（２）主要企業の過去５年間の平均自己資本利益率

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平均値

主要企業の自己資本利益率 0.0539 0.0708 0.0610 0.0721 0.0113 0.0538

   （注）「日経経営指標」より。ただし平成20年度は速報値である。

　　（３）料金算定に採用する自己資本利益率

　上記（１），（２）を勘案し、低い方の（１）の過去３年間のリスクの低い金融商品の平均金利の平均値を採用する

区分 採用値

自己資本利益率 0.0163
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